
マイナンバーカードの健康保険証利⽤等について

令和２年１０月１４日 第１３１回社会保障審議会医療保険部会 資 料 ３



１．マイナンバーカードの健康保険証利用について
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マイナンバーカードの健康保険証利⽤の申込みについて

○ マイナンバーカードを健康保険証として利⽤するには、被保険者・被扶養者による健康保険証利⽤の申込みが必要。

※ マイナポータルの機能を活用し、マイナンバカードのICチップにある利⽤者証明⽤電⼦証明書のシリアル番号と、個⼈単位被保険者番号の紐づけを⾏う。

○ 健康保険証利⽤の申込みを⾏うには、マイナンバーカードとカードリーダー機能を備えたデバイス（スマートフォン、PC＋ICカード

リーダー）を用いる必要がある。

○ マイナンバーカードの健康保険証利⽤の申込みは生涯１回のみ（※）。

※ マイナンバーカードの更新や電⼦証明書の更新による再度の申込みは不要。ただし、本人からの申請にもとづかずに⾃治体が新しい住⺠票コードを付番し直すような

稀なケースに限り再度の申込みが必要。

マイナポイントアプリ

「マイナポイントアプリ」をインストールして申込み

インストールした「マイナポイントアプリ」にてマイナポイント申込後、マイナンバーカードの健康保険

証利⽤の申込（⼀括登録）を⾏う。

「マイナポータルAP」をインストールして申込み

マイナポータルにおいてマイナンバーカードの健康保険証利⽤の申込を⾏う。

各市区町村において設置するマイナポータル用端末等から申込み

各市区町村において設置するマイナポータル用端末等から、マイナポータルにアクセスしてマイナンバーカードの

健康保険証利⽤の申込を⾏う。

医療機関や薬局の窓⼝に設置する顔認証付きカードリーダーから申込み（令和３年３⽉（予定）以降）

医療機関や薬局の窓⼝に設置する顔認証付きカードリーダーから、マイナポータルにアクセスしてマイナンバー

カードの健康保険証利⽤の申込を⾏う。

カードリーダー機能を備えたデバイスを所持していない場合

カードリーダー機能を備えたデバイスを被保険者や家族等が所持している場合

・マイナンバーカード読み取り可能機種
iPhoneの場合︓iPhone7以降
Android端末 ︓81機種

(2019年８⽉31日現在)

マイナポータルAP

マイナポータル用端末
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③顔の撮影、⼜は暗証番号を⼊⼒
【患者】

⑤資格確認等が完了
【患者】

④薬剤情報・特定健診情報等の閲覧同意を選択
【患者】

②本人確認方法を選択
【患者】

①マイナンバーカードを置く
【患者】

同意取得 ※⾼額療養費制度を利⽤する⽅のみ完了

本人確認来院

同意取得

※各画⾯イメージは、現時点のイメージであり、今後変更される可能性がある。

マイナンバーカードでの資格確認手順（顔認証付きカードリーダー）

⑥提供する情報 (限度額情報等)を選択
【患者】

選択した場合
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２．オンライン資格確認等システムを基盤として提供される各情報

4



※1 ①本⼈から医療機関・薬局に対し薬剤情報を提供すること、➁医療機関・薬局が

照会作業を⾏うことについて、マイナンバーカードにより本⼈確認と本⼈から同意を

取得した上で、医療機関・薬局から⽀払基⾦・国保中央会に薬剤情報を照会する。

支払基⾦・国保中央会は保険者の委託を受けてオンラインで薬剤情報を回答する。

※2 医療機関・薬局における本⼈確認と本⼈同意の取得の履歴管理は、オンライン

資格確認等システムにより、マイナンバーカードの電⼦証明書を⽤いて⾏う。

⽀払基⾦・国保中央会（国保連）特定健診情報＊

薬剤情報薬剤情報

マイナポータル

PHRｻｰﾋﾞｽ

医療機関

本人

個人単位被保番と特定健診情報、
薬剤情報等を１対１で管理

本人同意

個人単位被保番 資格情報

マイナンバーカード

○ オンライン資格確認等システムを基盤として、患者本⼈や医療機関等において、薬剤情報や特定健診情報等の
経年データの閲覧が可能となる。

薬局

薬剤情報・特定健診情報等の閲覧の仕組み

医療費通知情報医療費通知情報

薬剤情報薬剤情報

特定健診情報＊

薬剤情報薬剤情報

薬剤情報薬剤情報

特定健診情報＊ 医療費通知情報医療費通知情報

＊75歳以上の者については広域連合が⾏う後期⾼齢者健診の情報
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特定健診情報とは（特定健診とは） 薬剤情報とは

医療機関で同意した場合に閲覧可能な項目 医療機関・薬局で同意した場合に閲覧可能な項目

特定健診とは、生活習慣病(糖尿病等)の予防や早期発⾒・
改善を目的に、医療保険者が40歳以上(74歳以下)の加入者
に対して実施する健康診査。特定健診情報はこの特定健診の
結果の情報。(75歳以上の者については後期高齢者健診情報)

閲覧が可能となった場合に診療に及ぼす影響

○ 受診者情報
（氏名、性別、⽣年月日、年齢、保険者番号、被保険者証
等記号・番号・枝番）

○ 特定健診結果情報（※）
（診察（既往歴等）、身体計測、血圧測定、血液検査
（肝機能・血糖・脂質等）、尿検査、心電図検査、眼底
検査の結果）

○ 質問票情報（服薬・喫煙歴等）（※）
○ メタボリックシンドローム基準の該当判定（※）
○ 特定保健指導の対象基準の該当判定（※）

※ 令和２年度以降に実施し順次登録された過去５年間分の情報が閲覧可能。

○ かかりつけの医療機関以外でも（災害時や旅先）、別の医療機関で患者の情報を確認することができ、より適切で迅速な検査、
診断、治療等の実施が可能に

○ 複数医療機関を受診する患者の情報を集約して把握でき、患者の総合的な把握が求められるかかりつけ医の診療にも資する

○ 患者が医療従事者からの問診・確認へ対応する負担の軽減につながる（医療従事者側の負担軽減や対⾯診療の時間短縮に
もつながる）

特定健診情報と薬剤情報について

○ 受診者情報
（氏名、性別、⽣年⽉⽇、年齢、保険者番号、被保険者証
等記号・番号・枝番）
○ 薬剤情報（※）
（調剤年⽉⽇、処⽅医療機関識別、処方区分、使用区分、
医薬品名、成分名、用法、⽤量、調剤数量）

※ 令和３年９⽉診療分のレセプト（医科・⻭科・調剤・DPC）から抽出を開始し、
過去３年間分の情報が閲覧可能

医療機関等を受診し、医療機関等から毎⽉請求される医科・
⻭科・調剤・DPCレセプト（電子レセプト）から抽出した薬剤の
情報。

閲覧に同意

（注）下線の項目は後期高齢者健診においては存在しない。 （注）下線の項目は後期高齢者においては存在しない。
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特定健診情報の閲覧イメージ

※ 各画⾯イメージは、現時点のイメージであり、今後変更される可能性がある。また、医療機関のシステムにより⾒え⽅は異なる。 7



後期高齢者健診情報の閲覧イメージ

※ 各画⾯イメージは、現時点のイメージであり、今後変更される可能性がある。また、医療機関のシステムにより⾒え⽅は異なる。 8



※ 説明書きの⽂⾔等については、現時点のイメージであり、今後変更される可能性がある。

（参考）特定健診・後期高齢者健診検査項目について
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※ 各画⾯イメージは、現時点のイメージであり、今後変更される可能性がある。また、医療機関等のシステムにより⾒え⽅は異なる。

薬剤情報の閲覧イメージ（１）

「処⽅医療機関識別」
・自院か他院かの把握可能
・処⽅された機関を識別する番号が付与

「調剤年⽉⽇」
検索した期間で最新の順で表⽰

「処方区分」
・入院、院内、院外のいずれか
で調剤されたかを表示

「使用区分」
・内服、外用、屯服※、注射、
在宅のいずれの区分かを表⽰
※屯服︓決まった時間ではなく、発作時
や症状のひどいときなどに服用すること

「医薬品名」
実際に調剤された薬剤名

「成分名」
調剤された薬剤名

「⽤法、⽤量」
いつ、どれだけ服用するか等表示

「調剤数量」
実際に調剤された数量を表⽰

「医薬品記号」
・麻薬の場合︓⿇）
・毒薬の場合︓毒）
・覚醒剤原料の場合︓覚）
・向精神薬の場合︓向）
を表示
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※ 各画⾯イメージは、現時点のイメージであり、今後変更される可能性がある。また、医療機関等のシステムにより⾒え⽅は異なる。

薬剤情報の閲覧イメージ（２）

医薬品コードに紐づく名称で記載
（レボフロキサシンのように脱水物に換算されて
いる薬剤に関してはこのように記載される）

「１回⽤量」及び「⽤法等の特別指⽰」
1回の服薬量及び処⽅時の指⽰等を表示
（処方区分「院外」、使用区分「外用」「屯服」の場合に限る）
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限度額適用認定証等情報とは

医療機関・薬局で同意した場合に閲覧可能な項目

被保険者・被扶養者にとってのメリット

限度額適用認定証等情報について

高齢受給者証、限度額適⽤認定証、限度額適⽤･標準負担額減額認定証、特定疾病療養受療証に関する情報

証の種類 概要 表示内容

高齢受給者証 70歳以上75歳未満の高齢者について、一部負担割合を表す証 ⼀部負担⾦の割合

限度額適⽤認定証 高額療養費制度の適⽤区分を表す証 適用区分

限度額適⽤・
標準負担額減額認定証

⾼額療養費制度の適⽤区分及び入院時の食費等の減額の対象者
であることを表す証

適用区分
（⻑期⼊院該当年⽉⽇）

特定疾病療養受療証 特定疾病の認定を受けたことを表す証
認定疾病名

（⾃⼰負担限度額）

認定疾病︓①⼈⼯透析治療を必要とする慢性腎不全
②血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第Ⅷ因子障害または先天性血液凝固第Ⅸ因子障害（いわゆる血友病）
③抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症候群（HIV感染を含み、厚生労働大臣が認める者に係るものに限る）

適⽤区分︓⾃⼰負担限度額を算出する際に適⽤する区分 適⽤区分は、被保険者等の標準報酬や前年度所得の⽔準に応じて設定される

○ 医療機関・薬局に限度額適⽤認定証等を提⽰することが原則不要となり、
窓口での支払が一定上限額となる。

現⾏では、⾼額療養費制度の現物給付＊を受けるには、患者が事前に保険者に対し申請した上で、

医療機関等の窓⼝で限度額適⽤認定証等を提⽰しなければならない。

＊ ⾼額療養費の現物給付化 ⾼額な医療費がかかった場合、限度額適⽤認定証等を提⽰すれば、医療機関等の窓⼝での⽀払いを

自己負担限度額までにとどめることができる仕組み。
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医療費通知情報とは医療費通知情報とは

マイナポータルで閲覧可能な項目マイナポータルで閲覧可能な項目

医療費通知情報について

被保険者・被扶養者にとってのメリット被保険者・被扶養者にとってのメリット

○ 現在、保険者が被保険者・被扶養者に対して通知している、被保険者・被扶養者が医療機関等で

⽀払った医療費の情報を、マイナポータルで閲覧できるようにするもの。

○ 受診者情報

（⽒名、性別、⽣年⽉⽇、年齢、保険者番号、被保険者証等記号・番号・枝番）

○ 医療費情報（※）

（総額、保険者負担額、公費負担額、窓⼝負担相当額、診療年⽉、診療区分、診療実日数、

医療機関等名称）

※ ３年間分を保存し、被保険者・被扶養者が任意に指定した範囲を閲覧可能。令和３年10⽉以降の情報を表⽰。
※ 柔整等の療養費は含まれない。

○ マイナポータルを活⽤した医療費控除の申告⼿続きの簡素化

（マイナポータルを通じて申告に必要な医療費通知情報を取得し、e-Taxへの転記を⾏う）

○ 医療費の領収書を管理しなくても、マイナポータルで医療費通知情報を管理可能に

※ 令和４年分の確定申告から１年分の確定申告が可能 13



医療費通知情報の閲覧イメージ

※ 各画⾯イメージは、現時点のイメージであり、今後変更される可能性がある。 14



３．医療機関・薬局におけるオンライン資格確認等システムの準備状況
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医療機関・薬局におけるオンライン資格確認システムの導入準備状況

（2020/10/11時点）

３．対応

２．課題

１．目標と現在の申込状況

現状︓オンライン資格確認の導入予定施設数

〇 オンライン資格確認について、医療機関や薬局、システムベンダ等への周知が不⼗分。

〇 マイナンバーカードの普及率等を踏まえ、オンライン資格確認がどのようになるのか様⼦⾒の状況。

○ システムベンダによる⾒積もりが過⼤になる傾向。新型コロナウイルス感染症の影響。

※ 紙申請・グループ申請を含む
医科・⻭科併設病院の⻭科は⻭科診療所に含む

これまでの対応

・【費用支援】医療情報化⽀援基⾦（総額918億円）を用意

・【周知】全医療機関等へのリーフレット配布

・【周知】医師会等と共同した説明会の実施

・【周知】個別システムベンダへの働きかけ、共同での説明会実施

・【促進】大型チェーン薬局等への個別働きかけ

目標︓医療機関等の６割程度での導⼊（令和３年３⽉時点）、概ね全ての医療機関等での導⼊（令和5年3月末）を目指す
（令和元年9⽉デジタル・ガバメント閣僚会議決定）

62,072施設（27.2％）／228,319施設

＜参考︓ポータルサイトアカウント登録数＞

【内訳】

＜顔認証付きカードリーダー申込数＞ ※ 最新情報の提供やオンラインでの申請のために登録をお願いしているもの

これからの対応

○ 遅れている病院分野での導⼊促進と周辺医療機関への波及効果を狙い、

公的医療機関への働きかけを重点的に⾏う（導⼊状況を随時確認）

○ 説明用動画を作成し、三師会等医療関係団体に更なる働きかけを⾏う

○ カードリーダーの実物の提示等、システムベンダへの情報提供と働きかけを⾏う

○ 病院において改修範囲を早期に明確化できるよう支援するとともに、

大手システムベンダに対して⾒積の適正化を依頼

33,179施設（14.5％）／228,319施設

病院 965／ 8,287施設 11.6%

医科診療所 8,051／ 89,171施設 9.0%

⻭科診療所 9,638／ 71,026施設 13.6%

薬局 14,525／ 59,835施設 24.3%

＜参考︓健康保険証利⽤の申込割合＞

1,163,716件（4.4％） ／26,580,612枚

【マイナンバーカード申請・交付状況】
有効申請受付数︓ 約3,071万枚 （人口比 24.2%）

交付実施済数 ︓ 約2,658万枚 （人口比 20.9%）

※ 7/1から受付を開始。
マイナンバーカードの交付枚数に対する利⽤申込数の割合

（2020/10/11時点）

※ 8/7から申込受付を開始
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